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　臨時国会が終わり、いよいよ政府は予算編成の大詰めを迎える。

もちろん、これまでも8月末の概算要求締め切り以降、税制改革は主税局を中心に、予算は主計局を中心に各省庁事務方や政務官、副大臣級の折衝を繰り返しているのだが、重要な案件についてはなかなか埒が明かず、最終的には関係閣僚と財務大臣、それでも解決できないときには総理大臣の決裁を仰ぐことになる。

今年も、総理大臣にまで上がる問題が多そうである。税制改革だけでも、子ども手当の財源としての配偶者控除問題、法人税の引き下げ財源、基礎年金の3分の1から2分の1への引き上げのための2兆5千億円、などなど難問が山積している。

これらは今週中に決着できるのか、どうか、なかなか難しそうである。

それでも、税制改革大綱の閣議決定を12月14日、予算の閣議決定は12月24日を目指して最後の調整が進められようとしている。

財源の裏付けのない予算編成の苦しさは、国債費を除く歳出71兆円、国債発行額44兆円以下に抑えることを約束しているだけに、関係者の苦労が身に染みる。

早く、社会保障と税制改革を進め負担増を勝ち取り、国民生活の向上に向けて全力を挙げていく必要がある。

小さすぎる税負担・国民負担率こそが問題なのだ。
■日本はイギリスのような階級社会になりつつある、ドーア教授の印象

　さて、見たいと思っていたのに見逃してしまっていたNHKBSハイビジョンテレビで放映された、シリーズ100年インタビュー、ロナルド・ドーアロンドン大学名誉教授の戦後日本の歴史についての記録をようやく録画されたCDで見ることができ、まことに面白かった。

この放映は、今年9月にドーア先生が来日して取られたインタビューと、かつて農村の調査に出向かれた山梨県の部落でのドキュメントと合わせて1時間半ものに纏められていて、なかなか興味深い記録となっている。

確か11月に放映されたものである。冒頭ドーア先生が最近の日本についての印象として語っておられていたのが、「イギリスのような階級社会になりつつあるのではないか」ということであり、格差がますます拡大し、固定化し始めていると警鐘を鳴らされているのだろう。

ちなみに、ドーア先生はイギリス南部のボーヌマスという小さな町で生まれ、お父さんは鉄道員、ブルーカラーの上程度の家庭だったという。

このことは、日本の労使関係や社会に対する見方で、労働者に温かい視点を置かれた背景なのだろうか。

ドーア先生と日本の関係は、まことに偶然のもので、イギリス政府が戦争中に日本語のできるメンバーを育成するために募集していたことに応募され、それが日本とのつながりとして今も続くことになったのである。

■日本社会の封建遺制、講座派・労農派論争を思い起こす

　最初に日本に来られたのが1950年、上野の近くの長屋暮らしを経験され、

当時の日本には「向こう三軒両隣」だとか、「困ったときは、お互いさま」といった地域社会の絆がまだ強く残っていたと証言されていた。

山梨県の農村調査に出向かれたお家に今回出向かれ、当時の聞き取り調査のテープレコーダーを聞いておられた時の情景は、何とも言えない感慨深そうなドーアさんの表情で、胸がやや熱くなってしまった。

学問的なことでいえば、福武直さんらの社会学に対して、日本社会の近代化の遅れを批判される福武理論に対して、ドーアさんはむしろそれらの日本的な共同体的な絆を評価されていた。

50年以上前、日本の社会の封建遺制の強さを指摘する意見が多かったことが思い返され、かつて講座派労農派論争の一つの重要なテーマであったことを懐かしく思い起こしたのだった。

■日本の会社の変貌、従業員主権から株主・経営者主権へ

　ドーアさんのインタビューの圧巻は、何と言っても1980年代のサッチャーやレーガンに始まる新自由主義の日本への浸透であり、それが具体的に大きな変化となって2000年代に開花したことを、数値でもって論証された(1980年代後半のバブル好景気の時と、2000年代前半の好況期と対比して、いかに従業員を大切にした日本の株式会社が、株主と経営者を大切にするようになったかの論証)ことであろう。

2000年代に半ばに書かれた岩波新書『誰のための会社にするのか』に書かれたこの数値を、伊東光晴京大名誉教授は「この数値だけでもエコノミスト賞に該当する」と高く評価されていたが、小生もこの数値を何度も何度も国会で取り上げ、日本の企業社会が共同体的な株式会社から、株主・経営者主権株式会社に大きく変貌したことを問題視してきたことを思い出す。

その際、日本の学者や官僚、経営エリートたちが、アメリカに大量に留学したことの影響を強く指摘され、その典型が中谷巌氏であると喝破されている。

戦前はヨーロッパ、とりわけドイツに留学したことによって、マルクス主義の影響も強かったと指摘されていたのもうなづける。

もっとも、会社が株式の持ち合いをしていたことが日本の会社の安定化の背景や、日本型の労使関係などを支えていた、という点について、小生などはやはりグローバルな視点から改革が必要であり、公開株式会社法を制定することの必要性を感じている。

この点についてのドーア先生の見解など、いつか聞いてみたいと思う。

　さらに、今後の日本の行方に関して、重要なことは中国がどのような方向に行くのか、ということにかかっているとされている。

そして、日本が中国とアメリカの仲介役を進めることの重要性について指摘され、日本があまりにも必要以上に自信喪失状態になっていることも指摘されている。

日本を深く知っておられ、50年以上海外から冷静に日本社会の変化を見つめてこられたドーア先生の日本に対する的確な見方に対して、改めて敬意を表する次第である。

先生は85歳になられ、依然として健在である。今後も、引き続いて日本に対する温かいながらも冷徹な見方を取り続け、我々に対して多くの示唆を与えてもらいたいものだ。

この貴重な記録は、今後の日本社会の変貌の歴史を振り返る時、まことに貴

重なものになるに違いない。
